
令和８年度 第１回出雲市国保運営協議会 議事次第

と き 令和 8年(2026)６月４日（木）
ところ 出雲市役所 ３階 庁議室

開 会 （１４：００）

１ 副市長あいさつ

２ 会長あいさつ

３ 議 事

⑴ 会議録署名委員の指名について

⑵ 議題

① 国保加入世帯・被保険者の状況 資料１

② 国民健康保険事業特別会計の状況 資料２

③ 令和 8年度 国民健康保険料の料率 資料３

４ その他

⑴ 令和 8年度 生活習慣病予防・重症化予防事業（国保保健事業）

資料４

閉 会 （１５：３０予定）
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国保加入世帯・被保険者の状況

※４月末時点

国保被保険者の年齢構成

※令和 7年 3月～令和 8年 2月の平均

国保加入・脱退内訳

年 齢
被保険者数
（人）

構成割合
（％）

70歳～74歳 8,207 31.47
65歳～69歳 5,263 20.18
60歳～64歳 2,278 8.73
55歳～59歳 1,478 5.67
50歳～54歳 1,514 5.81
45歳～49歳 1,420 5.44
40歳～44歳 1,223 4.69
35歳～39歳 912 3.50
30歳～34歳 684 2.62
25歳～29歳 599 2.30
20歳～24歳 574 2.20
15歳～19歳 601 2.30
10歳～14歳 557 2.14
5歳～9歳 448 1.72
0歳～4歳 322 1.23
総 計 26,078 100.00

【国保加入】

転入 社保離脱 出生 後期離脱 その他 計

令和６年度 855 4,251 64 0 176 5,346

令和７年度 755 4,260 47 2 133 5,197

【国保脱退】

転出 社保加入 死亡 後期加入 その他 計

令和６年度 655 2,969 223 2,075 392 6,314

令和７年度 637 3,002 217 1,957 458 6,271

１８，６０８世帯 ▲４０５世帯 １８，１４５世帯 ▲４６３世帯 １７，７４９世帯 ▲３９６世帯

被保険者数 ２７，６７８人 ▲１，０６７人 ２６，６７０人 ▲１，００８人 ２５，６３８人 ▲１，０３２人

うち介護２号保険者数
（40歳～64歳） ７，９７０人 ▲１３３人 ７，９０３人 ▲６７人 ７，６７１人 ▲２３２人

令和６年度（対前年比） 令和７年度（対前年比） 令和８年度（対前年比）

    加入世帯数

資料１
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国民健康保険事業特別会計の状況 （令和8年3月末現在）

 　令和7年度は、保険料率の急激な上昇を抑制するために次の方法で保険料算定した。

　　　　①令和7年度の被保険者等状況に前年度保険料率を適用し、不足が生じることを確認した。

　　　　②不足分には前年度繰越金(見込)の2億円等を活用することを運営協議会で承認。

　　　　③前年度繰越金を活用しても、なお不足する場合は、保険料率を引上げることとし、合わせ

　　　　て料率(案)を提案し、運営協議会で承認。

　 しかしながら、R8年3月末時点において前年度繰越金約1億9,000万円(B)を充当したうえで、歳

入に約2,400万円の不足が生じる見込みとなったため、財政調整基金3,000万円を取り崩して基金

繰入金とした。(A)

（単位：千円）

令和７年度

決算見込額 

1 3,005,541 3,202,469
現年医療・後期・介護 2,909,167 3,020,209
現年 子ども - 65,260
滞納繰越 96,374 1,170,000

3 1,277 1,000
4 9,999 0
5 12,147,222 12,761,473
6 2,016 1,750
7 1,312,627 1,305,766

1,282,627 1,305,766

30,000 A 0

8 189,463 B 10
9 69,793 18,532

6,753 4,000

9,482 6,001

53,558 8,531
　 16,737,938 C 17,291,000

1 361,176 358,310
2 11,920,606 12,571,430
3 4,233,585 4,166,600

3,024,532 2,871,500

918,742 892,500

290,311 321,700

- 80,900
6 148,715 179,700
7 2,016 1,750
9 65,320 12,210

58,106 12,210

7,214 0
10 0 1,000
　 16,731,418 D 17,291,000

6,520 

▲ 212,943

令和８年度

当初予算額

国民健康保険料

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金

諸収入

被保険者返納金

第三者求償

その他

歳　入　合　計

総務費

保険給付費

事業費納付金

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

子ども・子育て支援納付金分

保健事業費

基金積立金

諸支出金

償還金及び還付加算金

繰出金

予備費

歳　出　合　計

R８年度への繰越見込額
(C - D)

R７年度 単年度収支見込額
（C－D）－（A＋B）

区　　分

一般

歳
 
入

歳
 
出

資料２

3



　歳入歳出の全体を100とした場合のイメージ図。

【歳出】

【歳入】
　⑴保険料率算定時の考え方

①単年度の保険料額で保険料必要額を賄う場合

②前年度繰越金または財政調整基金を充当して保険料率を算定する場合

　　→ R7年度保険料率算定時は運営協議会の承認のうえでこの方針を適用し、前年度

　　　　繰越金(見込)2億円を充当する見込で保険料率を設定した。

　⑵決算時の考え方

①保険料収入等が保険料必要額を上回って余剰が生じた場合

　→余剰額は、次年度繰越または財政調整基金積立とする。これが次年度の料率算定

　 　時の前年度繰越金または基金繰入金となる。

②保険料収入等が保険料必要額を下回って不足が生じた場合

　→R7.3決算見込時はこの方針を適用し、不足額に財政調整基金3千万円を繰入。

国保会計のイメージ図

事業費納付金　94

医療 後期 介護

67 20 7 6

保険料額 82

保険料必要額  72

医療 後期 介護

51 16 5 10 18

保険料額 82

保険料必要額  72

繰越等 保険料収入

5 67 10 18

保険料額 82

保険料必要額  72

10 18

保険料額 82

保険料必要額  72

10 18

その他

その他 
基盤安定

その他 
基盤安定

その他 
基盤安定

余
剰

保険料収入 や 前年度繰越金等
72

その他 
基盤安定

不
足

保険料収入 や 前年度繰越金等

保険料率は、保険料必要額に対して不足が生じないように設定

①前年度繰越金または財政調

整基金を充当

不足額　＝　当年度の財政調整基金を取崩して、基金繰入金とする。

余剰額　＝　次年度繰越金へ繰り越す、または当年度の財政調整基金への積立てとする。

②保険料率は、前年度繰越金または財政調

整基金の充当を前提に設定

4



令和８年度 国民健康保険料の料率

１ 令和７年度の状況

（１）事業費納付金

42億 3,359万円

（２）1人あたり医療費

519,992円（対前年度比 8,589円増 1.68％増）

（３）1人あたり保険料調定額

医療分＋後期分 108,780円（当初見込み 105,703円 3,077円増）
介護分 31,566円（当初見込み 30,908円 658円増）

（４）収納率見込

96.7％（保険料試算時の見込 96.0％）

（５）令和８年度への繰越見込額

652万円

２ 令和８年度の状況

（１）事業費納付金

（単位：千円）

区 分 令和5年度 令和6年度 令和7年度
令和 8年度
(対前年度比)

医療給付費分 2,652,249 2,954,997 3,024,533
2,928,375
(▲3.18％)

後期高齢者支援金等分 976,421 965,844 918,743
912,784

(▲0.65％)

介護納付金分 301,709 304,727 290,311
309,906

(＋6.75％)

子ども・子育て納付金分 － － －
88,968

(－)

合 計 3,930,379 4,225,568 4,233,587 4,240,033

資料３

5



３ 医療費の推移について

（１）医療費総額の推移

（単位：千円）

（２）１人あたり医療費の推移

（単位：円）

被保険者数が大きく減少しているが、1人あたりの医療費は増加しており、

今後も高価な新薬の処方や被保険者の年齢構成などから、増加傾向が見込ま

れている。

４ 保険料算定方法について

国民健康保険事業の財政運営主体は県であり、医療費水準や被保険者数などを反映

し、市町村ごとに国保事業費納付金（医療分、後期高齢者支援金等分、介護納付金分、子ど

も・子育て支援納付金分）を決定する。

市は、この国保事業費納付金と市が行う保健事業等の経費を加えた金額をもとに、

令和 8年度の保険料収納必要額を算定し、保険料率を決定する。

なお、以下については次の表記とする。
・「医療分」とは、加入者の医療給付費にあてられるもので、全ての加入者にかかるもの。

・「後期分」とは、後期高齢者医療制度を支援するための「後期高齢者支援金等分」にかかる保険料で、全ての加

入者にかかるもの。

・「介護分」とは、介護保険第 2号被保険者の「介護納付金分」に係る保険料で、加入者のうち満 40 歳以上 65

歳未満の加入者にかかるもの。

・「子ども分」とは、子育て世帯への給付の拡充を通して、こどもや子育て世帯を支援するための「子ども・子育

て支援納付金」に係る保険料で、全ての加入者にかかるもの。

・「基盤安定」とは、保険料の 7割・5割・2割の所得に応じた軽減分と未就学児均等割 5割軽減分を一般会計か

ら補てんするもの。

区 分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

出雲市 14,338,470 13,860,623 13,566,546

島根県 58,551,640 56,297,361 54,344,919

区 分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

出雲市 509,728 511,403 519,992

島根県 517,142 523,706 529,840
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（１）令和８年度 保険料率設定に係る歳出・歳入

５ 令和 8年度 保険料率(案)について
（１）令和 8年度 保険料率決定における算定方針等

① 本市が県に納付する令和 8年度事業費納付金のうち、「医療分＋後期分」は前年

度より約 1億 200 万円減となったが、「介護分」は約 2,000 万円増であった。

一方、令和 8年度開始の「子ども分(8,900 万円)」もあり、事業費納付金の全体で

は約 650 万円の微増となった。

② 75 歳到達の方の後期高齢者医療へ移行や社会保険の適用拡大による被保険者数

の減少傾向（前年度比△1,000 人)である状況を踏まえて、令和 7年度料率を適用して試

算したところ、必要額に約 2億 3,700 万円の不足が生じることを確認したため、保

険料の据え置きは困難であると判断した。

③ 令和 8年度は前年度繰越金(見込)が 652 万円であり、この繰越金を活用しても、

なお保険料の不足が見込まれた。（資料 2参照)

④ これらの状況から、令和 8年度は基本的には保険料率を上げて事業費納付金を賄

う設定とせざる得ないと考える。

なお、できるだけ負担増とならない保険料率(案)として、次項を提案する。

⑤ 保険料試算は次の条件で実施した。

ア 令和 8年 4月末の被保険者情報を基に試算した。

イ 過去の試算結果に基づき、年度内の調定増加額を収入額に加算した。

ウ 収納率は 96.0％とした。

〔歳出〕 （単位：千円）

事業費納付金

4,240,033 保健事業等

263,620医療分

2,928,375
後期分

912,784
介護分

309,906

合計 4,503,653

〔歳入〕

793,213

国･県補助金等

666,713
過年度収入

126,500

保険料額

3,710,440

基盤安定等

475,659

保険料必要額 3,234,781

医療分 後期分 介護分 子ども分

2,230,336 697,110 237,047 70,288

合計 4,503,653

子ども分

88,968
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（２）令和８年度 保険料率（案）

【1人あたり保険料と財源不足額】
・「医療分＋後期分」は、1人あたり保険料が 116,097円(前年度比 10,394円増)で、保
険料収納必要額に対して 1,434万円の財源不足となる。

・「介護分」は、1人あたり保険料が 33,186円(前年度比 2,278円増)で、財源は 734万
円の余剰が生じる。

・「子ども分」は、1人あたり保険料が 2,926円で、財源は 305万円の余剰が生じる。
・全体では、保険料収納必要額 32億 3,478万円に対し、収入見込額は 32億 3,083
万円で、395万円の財源不足が生じる見込みである。不足が生じた場合は、前年度
繰越金(見込)の 652万円を活用する。

①　医療分＋後期分　（対象：すべての国保加入者）

②　介護分　（対象：国保加入者のうち満40歳以上65歳未満の方のみ）

③　子ども分　（対象：基本は全ての国保加入者。ただし18歳未満被保険者に対する控除あり。）

※1　世帯員のうち18歳未満の国保被保険者の均等割は控除する。

※2　「各世帯の18歳未満被保険者について控除された均等割」を、「18歳以上の全ての国保被保険者」が納付する新制度。

④　上記の料率(案)に基づく保険料必要額等

区　　分 R8 保険料率(案) R7 保険料率 増　減

所得割 8.25% 7.85% 0.40%

均等割 29,700円 28,300円 1,400円

平等割 21,200円 20,200円 1,000円

所得割 3.30% 3.05% 0.25%

均等割 11,600円 10,700円 900円

平等割 8,200円 7,600円 600円

1人あたり保険料額 (医療分＋後期分) 116,097円 105,703円 10,394円

区　　分 R8 保険料率(案) R7 保険料率 増　減

所得割 2.60% 2.50% 0.10%

均等割 12,500円 11,900円 600円

平等割 6,400円 6,100円 300円

1人あたり保険料額 33,186円 30,908円 2,278円

区　　分 R8 保険料率(案) R7 保険料率 増　減

所得割 0.25% - 0.25%

　　　均等割　※1 1,200円 - 1,200円

平等割 900円 - 900円

18歳以上被保険者均等割※2 60円 - 60円

1人あたり保険料額 (子ども分) 2,926円 - 2,926円

保険料収納 必要額 保険料収納 見込額 財源不足額

A B C＝B-A

医療分＋後期分 2,927,446千円 2,913,110千円 ▲14,336千円 116,097円

医療分 2,230,336千円 2,096,521千円 ▲133,815千円 83,231円

後期分 697,110千円 816,589千円 119,479千円 32,866円

介護分 237,047千円 244,383千円 7,336千円 33,186円

子ども分 70,288千円 73,334千円 3,046千円 2,926円

合　　計 3,234,781千円 3,230,827千円 ▲3,954千円 152,209円

医療分

後期分

介護分

子ども分

区分 1人あたり保険料
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（３）参考

６ 出雲市国民健康保険料財政調整基金の推移

国民健康保険財政調整基金は、国民健康保険の財政の健全な運営に資するために設立

された基金である。

令和 7年度は決算見込額に不足が生じため、基金を取り崩して国民健康保険特別会計

への繰入を行った。(資料 2参照）

　①令和7年度の保険料率を据え置いた場合の試算結果

※子ども分は、R8年度料率(案)を適用した。

　②島根県が示した標準保険料率(※)に基づいた試算結果

※標準保険料率とは、島根県が算定した本市の保険料の標準的な目安(基準)となる値。

保険料収納　必要額 保険料収納 見込額 財源不足額
A B C＝B-A

所得割 7.85%
均等割 28,300円
平等割 20,200円
所得割 3.05%
均等割 10,700円
平等割 7,600円
所得割 2.50%
均等割 11,900円
平等割 6,100円
所得割 0.25%
均等割 1,200円
平等割 900円

合計 3,234,781千円 2,997,407千円 ▲237,374千円 145,178円

保険料収納　必要額 保険料収納 見込額 財源不足額
A B C＝B-A

所得割 7.95%
均等割 36,154円
平等割 23,799円
所得割 2.66%
均等割 12,138円
平等割 7,990円
所得割 2.54%
均等割 13,425円
平等割 6,659円
所得割 0.26%
均等割 1,199円
平等割 790円

合計 3,234,781千円 3,260,571千円 25,790千円 153,475円

区分 1人あたり保険料

医療分 2,230,336千円 1,945,663千円 ▲284,673千円 79,640円

後期分 697,110千円 744,543千円 47,433千円 30,621円

介護分 237,047千円 233,867千円 ▲3,180千円 31,991円

子ども分 (※) 70,288千円 73,334千円 3,046千円 2,926円

区分 1人あたり保険料

医療分 2,230,336千円 2,205,358千円 ▲24,978千円 87,269円

後期分 697,110千円 732,197千円 35,087千円 29,635円

介護分 237,047千円 249,996千円 12,949千円 33,636円

子ども分 70,288千円 73,020千円 2,732千円 2,935円

　※1　基金運用利子の積立分。

　※2　令和7年度決算見込額の不足を補塡のための基金取り崩し分。

（単位：千円）

区　　分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

基 金 積 立 額 － － －

利 子 積 立 額 (※1) 299 299 2,017

基金取り崩し額 (※2) ▲ 30,000

年度末基金残高 298,815 299,114 271,131
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【モデル１】

【モデル２】

【モデル３】

【モデル４】

【モデル５】

mannenn 

〔単位：円〕

夫：45歳 所得316万円（給与収入450万円）　妻：41歳 所得45万円（給与収入：R6年分 100万円、R7年分 110万円）　子：16歳 所得なし 【軽減なし】

夫：70歳　所得190万円（年金収入300万円）　妻：67歳　所得なし（年金収入100万円） 【軽減なし】

夫：45歳　所得125万円（給与収入 190万円）　妻：42歳　所得なし（給与収入 50万円） 【２割軽減世帯】

夫：70歳 所得60万円（年金収入170万円）　妻：66歳 所得なし（年金収入100万円）　 【５割軽減世帯】

夫：61歳 所得40万円（給与収入：R6年分 95万円、R7年分 105万円）　妻：55歳 所得なし（給与収入50万円） 　【７割軽減世帯】

R8年度 モデル世帯保険料額試算
区分 医療分 後期分 介護分 子ども分

所得割 8.25 3.30 2.60 0.25 

均等割 29,700 11,600 12,500 1,200

平等割 21,200 8,200 6,400 900

18歳以上均等割 - - - 60

R8年度
国保料率

(案)※モデル1の夫の給与収入とモデル5の妻の給与収入は給

与所得控除による所得変更の影響を反映した。

令和８年度 保険料 令和７年度 保険料 比較増減 （R８-R７)

医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分

所得割 226,875 90,750 71,500 6,875 215,875 83,875 68,750 - 11,000 6,875 2,750 6,875

均等割 89,100 34,800 25,000 2,400 84,900 32,100 23,800 - 4,200 2,700 1,200 2,400

平等割 21,200 8,200 6,400 900 20,200 7,600 6,100 - 1,000 600 300 900
18歳以上

均等割 - - - 120 - - - - - - - 120

小 計 337,175 133,750 102,900 10,295 320,975 123,575 98,650 - 16,200 10,175 4,250 10,295

合 計 584,120 543,200 40,920

令和８年度 保険料 令和７年度 保険料 比較増減 （R８-R７)

医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分

所得割 121,275 48,510 0 3,675 115,395 44,835 0 - 5,880 3,675 0 3,675

均等割 59,400 23,200 0 2,400 56,600 21,400 0 - 2,800 1,800 0 2,400

平等割 21,200 8,200 0 900 20,200 7,600 0 - 1,000 600 0 900
18歳以上

均等割 - - - 120 - - - - - - - 120

小 計 201,875 79,910 0 7,095 192,195 73,835 0 - 9,680 6,075 0 7,095

合 計 288,880 266,030 22,850

令和８年度 保険料 令和７年度 保険料 比較増減 （R８-R７)

医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分

所得割 67,650 27,060 21,320 2,050 64,370 25,010 20,500 - 3,280 2,050 820 2,050

均等割 47,520 18,560 20,000 1,920 45,280 17,120 19,040 - 2,240 1,440 960 1,920

平等割 16,960 6,560 5,120 720 16,160 6,080 4,880 - 800 480 240 720
18歳以上

均等割 - - - 96 - - - - - - - 96

小 計 132,130 52,180 46,440 4,786 125,810 48,210 44,420 - 6,320 3,970 2,020 4,786

合 計 235,536 218,440 17,096

令和８年度 保険料 令和７年度 保険料 比較増減 （R８-R７)

医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分

所得割 14,025 5,610 - 425 13,345 5,185 - - 680 425 - 425

均等割 29,700 11,600 - 1,200 28,300 10,700 - - 1,400 900 - 1,200

平等割 10,600 4,100 - 450 10,100 3,800 - - 500 300 - 450
18歳以上

均等割 - - - 60 - - - - - - - 60

小 計 54,325 21,310 - 2,135 51,745 19,685 - - 2,580 1,625 - 2,135

合 計 77,770 71,430 6,340

令和８年度 保険料 令和７年度 保険料 比較増減 （R８-R７)

医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分 医療分 後期分 介護分 子ども分

所得割 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0

均等割 17,820 6,960 7,500 720 16,980 6,420 7,140 - 840 540 360 720

平等割 6,360 2,460 1,920 270 6,060 2,280 1,830 - 300 180 90 270
18歳以上

均等割 - - - 36 - - - - - - - 36

小 計 24,180 9,420 9,420 1,026 23,040 8,700 8,970 - 1,140 720 450 1,026

合 計 44,046 40,710 3,336

10



単位（％）

長期目標に関する指標・生活習慣病重症化予防の指標 R2 R３ 県（R３） データ元

脳血管疾患年齢調整死亡率(全年齢)男性　（人口10万対） 93.7 97.5 96.0 

脳血管疾患年齢調整死亡率(全年齢)女性　（人口10万対） 58.3 55.5 55.9

虚血性心疾患年齢調整死亡率(全年齢)男性　（人口10万対） 30.8 32.1 35.2

虚血性心疾患年齢調整死亡率(全年齢)女性　（人口10万対） 12.8 11.8 13.3

R４ R５ 県（R５）

糖尿病性腎症による新規人工透析導入者の割合 21.4 14.3 22.6 KDBシステム

中期目標に関する指標・生活習慣病予防の指標 Ｒ４ Ｒ５ 県（Ｒ５） データ元

高血圧年齢調整有病者率　（男性） 49.6 48.9 47.5

高血圧年齢調整有病者率　（女性） 36.8 35.4 33.2

脂質異常症年齢調整有病者率 （男性） 44.0 43.1 44.9

脂質異常症年齢調整有病者率  （女性） 44.6 45.0 46.2

糖尿病年齢調整有病者率 （男性） 13.2 12.9 14.3

糖尿病年齢調整有病者率 （女性） 5.7 5.6 6.7

R５ R６ 県（R６）

糖尿病HbA1c8.0%以上の割合 1.4 1.3 1.2

特定健診受診者で糖尿病有病者のうち、医療機関未受診者の割合 14.7 20.2 18.4

糖尿病で通院する患者で3か月以上未受診の割合 11.2 10.8 10.9

短期目標に関する指標・特定健診及び特定保健指導実施率等の指標 Ｒ５ Ｒ６ 県（Ｒ６） データ元

特定健康診査受診率 43.8 45.5 47.1

特定保健指導実施率 28.1 29.5 29.6

特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率
（メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率）

26.8 22.5 21.9

血圧が保健指導判定値以上の者の割合 54.9 54.3 52.1 KDBシステム

R４ R５ 県（R５）

たばこを習慣的に吸っている者の割合　（男性） 21.2 21.8 20.8

たばこを習慣的に吸っている者の割合　（女性） 3.8 3.7 3.9

SHIDS（島根県健康指標ﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑ）

データ年を中間年とした5年平均

　　※Ｒ３データはＲ３を中間年としたＲ１～Ｒ５の

　　　　５年平均値

市町村国保特定健康診査等結果データ

KDBシステム

法定報告

市町村国保特定健康診査等結果データ
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長期目標 ： 健康寿命の延伸

中間目標 ： 脳血管疾患や糖尿病性腎症をはじめとする慢性腎臓病を減少させることで、患者数や医療費の抑制を図る

短期目標 ： 一次予防から三次予防までの保健事業を網羅的に取り組むことで、重症化や合併症への移行を防ぐ

高血圧対策 糖尿病対策 がん対策

医療費適正化

第３期出雲市データヘルス計画の全体図

体制整備

脳卒中予防

個別フォロー

特定健康診査

健康づくり活動による啓発活動

健康教育による知識の普及

働き盛り世代に向けた健康づくり

・医療機関連携（出雲医師会、開業医、薬局等）
・職域連携
・圏域糖尿病予防対策検討
・圏域脳卒中予防対策検討会
・保健師等スキルアップ研修

（三次予防）

重症化予防対策

（二次予防）

早期発見

早期治療

CKD重症化予防対策

糖尿病治療中断者対策

特定保健指導

早期介入保健指導

糖尿病性腎症

個別フォロー

精度管理

実施機関

重複・頻回対策

ジェネリック医薬品
普及事業

重複・多剤対策

脳卒中再発予防
（出雲圏域脳卒中予防事業）

高血圧予防に取り組む地域づくり

がん検診啓発自己血圧管理の普及

減塩の取組の普及

生活習慣病予防の普及

食生活と運動習慣の普及

がん検診

すこやかライフ健康相談

（一次～三次予防）

若年齢層健康診査

（一次予防）
健康づくり

精密検査受診率向上

○R
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